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2はじめに

 中長期的な調整力確保の在り方については、第95回本委員会（2024年2月20日）および第96回本委員会
（2024年3月19日）において方向性を取りまとめ、今後は容量市場の枠組みの活用を基本に具体的な方策を
検討することとしている。その前提として、足元から10年先までの調整力設備の充足状況を継続的に確認していくこ
ととしており、10年先までの調整力必要量の算定が新たに必要となる。

 中長期の調整力必要量算定にあたっては、再エネ設備量と時間内変動および予測誤差の相関を分析のうえ、将
来の再エネの時間内変動・予測誤差の推計方法を検討することとしており、今般、至近年実績等をもとに考え方を
整理したことから、ご議論いただきたい。



3中長期の調整力設備の充足確認にあたっての本検討の位置付け

 中長期の調整力設備の充足状況確認のために、中長期の調整力必要量の算定、中長期の調整力設備量の確
認が必要となる。

 本検討は、中長期の調整力必要量を算定するための事前検討として、自然変動再エネ（太陽光、風力）の設
備量増加を踏まえた時間内変動、予測誤差を推計するために、再エネ設備量増加による平滑化効果、予測精度
向上効果の織り込み可否について検討したもの。

調整力
必要量

【足元における調整力設備の充足確認】
（7月本委員会にて確認済み）

既算定

廃止・長期計画停止分
（供給計画から反映）

仮に制御回線を設置すれば調整力とし
て供出可能な設備量（ポテンシャル）
（容量市場応札電源について事業者
に確認中）

• 自然変動再エネ（太陽光、風力）
の設備量増加を踏まえた平滑化効
果、予測精度向上効果を推計

• 需要の増減を反映

充足確認

【中長期の調整力設備の充足確認】
（今年度末までに確認予定）

新設分
（容量市場応札電源について事業者
に確認中）

調整力
設備量

調整力
必要量

調整力
設備量

充足確認

既算定

上記を踏まえ
今後算定

今回の検討内容（破線）



4（参考）調整力必要量算定方法（一次の例）

 調整力必要量（一次～三次①）は残余需要から算定しており、残余需要とは需要から太陽光と風力を除いたも
の。つまり、調整力必要量算定のためには、需要、太陽光、風力の実績および予測値が必要となる。

一次必要量（平常時分）

＝ 残余需要元データ － 元データ10分周期成分 の３σ相当値

＝（需要実績－再エネ実績）元データ－
（需要実績－再エネ実績）10分周期成分の３σ相当値

＝（需要実績－太陽光実績－風力実績）元データ－
（需要実績－太陽光実績－風力実績）10分周期成分の３σ相当値

－
＝

残余需要元データ 残余需要10分周期成分

一次

＜需要実績＞

＜再エネ実績（太陽光、風力）＞

＜残余需要実績＞



5（参考）調整力で対応する事象（平常時分）と需給調整市場商品区分との対応

 調整力で対応する事象（平常時分）と需給調整市場商品区分との対応関係は下図のとおりであり、GC後の残
余需要の時間内変動対応分（一次・二次①）、GC後の残余需要予測誤差対応分（二次②、三次①）およ
び前日～GCにおける再エネ（FIT①・③分）予測誤差対応分（三次②）に分けられる。

前日

FIT①・③

GC 実需給

再エネ予測誤差

需要予測誤差対応BG需要予測および供給力確保

時間内変動対応

：一般送配電事業者において対応が必要な領域
：一般送配電事業者において対応が不要な領域

再エネ予測誤差対応（三次②相当）
残余需要予測誤差対応
（二次②、三次①）

残余需要時間内変動対応
（一次、二次①）

＜調整力で対応する事象（平常時分）と需給調整市場商品区分との対応＞

本資料の検討対象



6目次

１．（参考）これまでの振り返り

２．再エネ時間内変動の推計（一次、二次①対応分）

３．再エネ予測誤差の推計（二次②、三次①、三次②対応分）

４．まとめ



7（参考）中長期の調整力必要量算定について

 中長期の調整力必要量算定については、需給調整市場における必要量の算定方法の考え方に準じることを基本
に、再エネ設備量と時間内変動および予測誤差にどのような相関があるか分析することとしていた。

出所）第96回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2024年3月19日）資料１抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2023/files/chousei_96_01.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2023/files/chousei_96_01.pdf


8（参考）中長期の調整力必要量算定のためのデータ補正について

 10年後といった将来の調整力必要量を算定するにあたって、足元と将来断面では需要や再エネ導入量が異なるこ
とから、算定に用いる実績データに関して、足元と将来想定の差異に応じた補正が必要となる。

 再エネ導入量を踏まえた補正について、最も簡易な方法は、足元と将来の再エネ設備量実績・設備量想定を基に
その倍率を掛ける方法であるが、再エネ起因の時間内変動や予測誤差は、「平滑化効果」、「予測精度向上」、
「再エネ出力制御」といった要因により、単純な設備量倍とはならない（小さくなる）と考えられるため、これらの影響
を分析のうえ計算式に織り込むことで、より精緻な必要量算定が可能になると考えられる。

以下のような要因により、時間内変動
や予測誤差は設備量倍（N倍）より
も小さくなることが考えられる。
・ 平滑化効果
・ 再エネ予測精度の向上
・ 再エネ出力制御による出力減少

設備量
N倍

足元の設備量 10年後設備量

N倍

足元の時間内変動や
予測誤差

10年後の時間内変動や
予測誤差

N倍×補正係数

＜太陽光・風力設備量の推移＞

＜太陽光・風力による時間内変動や予測誤差の推移＞



9（参考）平滑化効果について

 太陽光や風力といった自然変動電源については、導入量が拡大することで、設備容量に対する変動割合は小さく
なる（平滑化効果がはたらく）と考えられる。

 本委員会においても、第72回本委員会（2022年4月12日）「将来の再生可能エネルギー導入拡大に伴う調
整力の検討」にて、東地域３エリア（北海道、東北、東京）を対象に平滑化効果の有無を分析しており、当時の
分析結果としては、明確な平滑化効果は確認されなかった。

出所）第35回 系統ワーキンググループ （2021年12月15日）資料４抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_ener
gy/keito_wg/pdf/035_04_00.pdf

出所）第72回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2022年4月12日）
資料３抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_72_03
r.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/pdf/035_04_00.pdf
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_72_03r.pdf


10（参考）再エネ予測精度向上について

 予測誤差に対応する調整力については、大外し（誤差実績の３σ相当）にも対応できるよう確保することとしてお
り、再エネ予測精度向上により大外しの低減が図られれば、調整力設備量（kW）の低減に繋がるものと考えられ
る。

出所）第38回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2019年4月19日） 資料3-2 抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2019/files/chousei_38_03_02.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2019/files/chousei_38_03_02.pdf


11（参考）再エネ出力制御の影響について

 再エネ導入拡大に伴い、再エネ出力制御が増加すると考えられることから、再エネ出力制御実施時の調整力必要
量への影響も考慮する必要がある。

 第72回本委員会（2022年4月12日）「将来の再生可能エネルギー導入拡大に伴う調整力の検討」においては、
予測誤差、時間内変動ともに、出力制御値を超える下振れが発生した場合のみを変動として扱い、それ以外は変
動０と扱うこととしていた。

出所）第72回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2022年4月12日）資料３抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_72_03r.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_72_03r.pdf


12目次

１．（参考）これまでの振り返り

２．再エネ時間内変動の推計（一次、二次①対応分）

３．再エネ予測誤差の推計（二次②、三次①、三次②対応分）

４．まとめ



13再エネ時間内変動の推計方法について

 将来の再エネの時間内変動を推計するために、至近５年間程度（2019年4月～2023年10月）における太陽
光・風力設備量増加に伴う時間内変動率の傾向を確認した。なお、時間内変動は一次・二次①の必要量算定
に影響する部分となる。

 なお、再エネ設備量が多くなるほど平滑化がはたらき、再エネ設備量に対する時間内変動率は小さくなると考えられ
るが、エリア毎の確認では設備量の増加幅が小さいことから、傾向を掴むために、９エリア分の確認結果を一つの座
標軸上にプロットすることにより相関を確認した。

ほぼ横ばい？

減少傾向？

大きく減少？

風力設備量

時
間
内
変
動
率

風力設備量

風力設備量

時
間
内
変
動
率

時
間
内
変
動
率

＜Aエリア＞

＜Bエリア＞

＜Cエリア＞

＜全エリア分プロット＞

時
間
内
変
動
率

設備量

エリア毎個別の確認で
は掴みきれない相関
（近似式）を把握可能

時間内変動の相関分析イメージ

y=axb

＜Cエリアの将来想定＞

時
間
内
変
動
率

設備量

y=axb★

近似式から求められる
足元の変動率

近似式から求められる
10年後の変動率

y2

y1

足元 10年後

10年後の時間内変動
率について、足元の
(y2/y1)倍となる

※_時間内変動率

＝

（※）

太陽光または風力設備量(各月毎)

30分コマにおける太陽光または風力
の平均値－最小値(各月毎3σ相当値)

★



14再エネ時間内変動の確認結果

 太陽光および風力設備量と時間内変動率の相関の確認結果は下図のとおりであり、太陽光・風力ともに、設備量
の増加に伴い時間内変動率が減少していく（平滑化がはたらく）傾向が確認された。

種別 相関の有無
太陽光 負の相関あり

種別 相関の有無
風力 負の相関あり

※_2019-2023年度データを基にした算定結果であり、今後相関が変わり得ることに留意

＜再エネ時間内変動の確認結果※＞



15太陽光、風力の平滑化効果について

 前スライドの確認結果を踏まえ、中長期の再エネ時間内変動の推計にあたっては、太陽光、風力の平滑化効果分
を織り込むこととしてはどうか。具体的には、設備量の伸び率（下表A）に、前スライドの近似式から導出される
2033年度と2023年度の時間内変動率の比（下表B）を乗じることにより、平滑化効果を織り込むこととしたい。

エリア 2023→2033
の太陽光設備量

の伸び率※2

（A）

平滑化効果
（2033の変動率／
2023の変動率）

（B）

2023→2033の
太陽光の時間内
変動の想定比率

＝A×B※3

北海道 1.18 0.97 1.15
東北 1.81 0.91 1.64
東京 1.23 0.97 1.19
中部 1.20 0.97 1.16
北陸 1.17 0.97 1.14
関西 1.52 0.93 1.42
中国 1.26 0.96 1.21
四国 1.28 0.96 1.23
九州 1.35 0.95 1.28

エリア 2023→2033の
風力設備量の伸

び率※2

（A）

平滑化効果
（2033の変動率／
2023の変動率）

（B)

2023→2033の
風力の時間内変
動の想定比率
＝A×B※3

北海道 1.72 0.88 1.51 
東北 2.89 0.77 2.24 
東京 3.23 0.75 2.44 
中部 1.10 0.98 1.08 
北陸 10.92 0.56 6.14 
関西 0.95 1.01※4 0.97
中国 4.46 0.70 3.11 
四国 2.60 0.79 2.07 
九州 6.32 0.64 4.05 

※2_設備量は2024年度供給計画をもとに算定

※4_2023→2033で設備量が減少することにより１を超えているもの
※3_端数処理を四捨五入により行っていることから、A×Bと一致しない場合がある

※1_2019-2023年度データを基にした算定結果であり、今後相関が変わり得ることに留意

＜太陽光、風力の平滑化効果について※1＞



16（参考）個別確認結果（太陽光）

 太陽光の設備量と時間内変動率の相関について、設備量が相対的に少ないエリアでは変動率が大きく、設備量の
多いエリアでは小さくなる傾向が見られた。

※_2019-2023年度データを基にした算定結果であり、今後相関が変わり得ることに留意

＜太陽光時間内変動の確認結果※＞



17（参考）個別確認結果（風力）

 風力の設備量と時間内変動率の相関について、設備量が相対的に少ないエリアでは変動率が大きく、設備量の多
いエリアでは小さくなる傾向が見られた。

※_2019-2023年度データを基にした算定結果であり、今後相関が変わり得ることに留意

＜風力時間内変動の確認結果※＞



18（参考）データ処理について

 本確認にあたり、データについては以下の処理を実施している。

補正前

風力設備量

時
間
内
変
動
率

（設備量の補正）
 風力はエリアによって設備導入の進展に大きく差異があり、

数ヶ月～１年以上設備の増減がないケースがあることから、
１ヶ月毎に１点をプロットするのでなく、導入量が同じ月全
体を母集団とした３σ相当値をプロットした。

風力設備量

時
間
内
変
動
率

補正後 補正前

設備量

時
間
内
変
動
率

（季節性による特性補正）
 時間内変動の大小には、太陽光・風力出力の大小による

季節性があると考えられるため、その傾向が近しいデータで
相関をみるために、太陽光・風力それぞれについて出力上
位３か月のデータのみを抽出し使用した。
（太陽光は4,5,6月、風力は11,12,1月）

設備量

時
間
内
変
動
率

補正後
出力高

出力低

出力高
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１．（参考）これまでの振り返り

２．再エネ時間内変動の推計（一次、二次①対応分）

３．再エネ予測誤差の推計（二次②、三次①、三次②対応分）
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20再エネ予測誤差の推計方法について

 予測誤差対応の調整力については、前日時点からGC時点までのFIT予測値の差分に対応する調整力（三次
②）と、GC以降の残余需要の予測誤差に対応する調整力（二次②、三次①）が存在する。

 将来の再エネ予測誤差を推計するために、至近年の予測誤差率が年度を追うごとにどのような傾向となっているか
確認することとした。具体的には、至近５年間程度（2019年4月～2023年10月） における９エリア合計の
「前日～GCの予測誤差率」および「GC～実需給の予測誤差率」の状況を確認した。

年月

予
測
誤
差
率

※_予測誤差率

＝
９エリアの太陽光または風力設備量合計(各月毎)

エリア毎の太陽光または風力の予測誤差(月毎3σ相当値)
の９エリア合計値

(※)

①前日予測とGC予測の誤差推移

②GC予測の実績の誤差推移

横ばい（誤差は低減せず）？
減少傾向（誤差が低減）？



21再エネ予測誤差の確認結果について

 予測誤差の確認結果については以下のとおり。前日～GC予測誤差に関して、太陽光の予測誤差については
2019年度～2023年度の約５年間に0.9倍程度に低減していること（2019年度から5年間で
24%×0.9=21%程度に低減）が確認された。GC以降の予測誤差については年度による変動はあるが、年々誤
差率が低減する傾向は確認されなかった。

種別 相関の有無
太陽光 負の相関あり
風力 正の相関あり

種別 相関の有無
太陽光 相関なし
風力 相関なし

（誤差実績の12ヶ月分の移動平均にて傾向を確認） ※_2019-2023年度データを基にした算定結果であり、今後相関が変わり得ることに留意

＜再エネ予測誤差の確認結果※＞



22（参考）再エネ予測精度向上に向けた取り組みについて

 本委員会においても定期的に報告しているとおり、一般送配電事業者においては、気象会社と連携のうえ継続的
に再エネ予測精度向上に向けた取り組みを実施している。

 これまでに、「複数の気象モデルの活用」「アンサンブル予報にもとづく信頼度階級予測の活用」といった取り組みにつ
いて、全エリアで導入されており、調整力（三次②）必要量の低減に繋がっている。

出所）第92回調整力及び需給バランス 評価等に関する委員会（2023年11月17日）
資料１ 抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2023/files/chousei_92_01.pdf

出所）第80回調整力及び需給バランス 評価等に関する委員会（2022年12月26日）
資料３ 抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_80_03.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2023/files/chousei_92_01.pdf
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2022/files/chousei_80_03.pdf


23再エネ予測精度向上効果について

 21スライドの結果を踏まえると、前日～GCの太陽光予測精度は至近年で10%(0.9倍)／5年程度向上傾向に
あるものとみられる。将来に目を向けると、NEDO事業において、翌日および翌々日の太陽光の予測精度向上を目
標とした技術開発が行われており、中間報告では10%以上の低減が達成されたとの報告がなされている。本技術
は現時点では未実装であり、今後仮に実装されれば予測精度向上が期待されることから、10%(0.9倍)／5年程
度の予測精度向上を織り込むことは妥当性があると考えられる。

 以上より、再エネ予測誤差については、GC以降の予測誤差については精度向上による低減は見込まず、前日～
GCの予測誤差については、予測精度向上による低減効果を10%／５年（10年だと0.9の2乗＝0.81倍）
として太陽光分のみ織り込むこととしてはどうか。

出所）太陽光発電における出力予測精度向上に向けた勉強会兼連絡会（2023年10月30日）資料３
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25まとめ

 中長期の調整力必要量を算定するための事前検討として、自然変動再エネ（太陽光、風力）の設備量増加を
踏まえた時間内変動、予測誤差の推計方法について検討した。その結果、以下については必要量算定にあたって
織り込むこととしたい。
 再エネ時間内変動について、太陽光、風力両方に平滑化効果分を織り込むこととしてはどうか
 再エネ予測誤差について、GC以降の予測誤差については精度向上による低減は見込まず、太陽光の前日～

GC分では予測精度向上効果（10年で0.81倍）を織り込むこととしてはどうか
 再エネ設備導入量と時間内変動、予測誤差の相関については、将来の情勢変化(太陽光におけるFIP設備量割

合の増加、気象予測技術の開発動向など)により、傾向が変わる可能性があるため、今後も中長期の調整力必要
量算定時に分析を行い、適切に調整力必要量算定に反映していくこととする。

 今後は、この推計方法を踏まえて中長期の調整力必要量算定を行ったうえで、中長期の調整力設備の充足状況
確認を行う。



26（参考）調整力必要量とFIT・FIP制度について

 変動性再エネには、FIT電源・FIP電源・非FIT電源等が併存しており、これらは大きく、市場関係なく出力される
（インバランスリスクがない）FIT特例①・FIT特例③（以下「FIT電源①③」という。）と市場統合されている（イ
ンバランスリスクがある）FIT特例②・FIP・非FIT（以下「FIP電源等」という。）に分類される。

 現状の変動性再エネはFIT電源①③が大宗であり、仮に今後もFIT電源①③が増加し続けると、再エネ出力の予
測誤差および時間内変動が増加し、将来的な調整力必要量は増加していくと考えられる。

 一方、2022年4月より制度が開始されたFIP制度については、再エネ事業者自身に同時同量達成義務ならびに
インバランスリスクが存在することから、事業者自らにおいて、インバランスを最小に抑えようとすることで、予測誤差お
よび時間内変動も抑制されることが期待できる。このため、FIP電源等の場合は、導入量拡大によって必ずしも調整
力必要量の増加には直結しないことも考えられ、今後FIP電源導入状況を踏まえて、時間内変動・予測誤差への
影響について分析が必要と考えられる。

出所）第22回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力
ネットワーク小委員会（2020年12月7日）資料2より抜粋
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryok
u_gas/saisei_kano/pdf/022_02_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/022_02_00.pdf
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